























































































































































































































































































































































けれども、より重要な は、最高 判断である。これは制度上 問題で、裁判の最終的判断 行うのが最高裁であるということに基づく。「最高裁判所の判断が国の判断・意思表示として最終的・確 的 ものであり、法律解釈についていえば国として 有権的解釈」な である。




















な内容をもつ先例が存在し、その内容にのちに裁判所が『拘束』されるという理解は一面的 あるというべきであり、のちの裁判所による解釈をつうじて先例が明確化され、内部矛盾の い先例の『物語』が形成され 側面 また無視す ことがで ない」。（五）まとめ
以上見てきたところをまとめておこう。（１）裁判所による具体的事件に対する判断は、判例として後の裁



















































て、憲 一三 違反は、公務執行妨害 構成要件である職務の適法性を否定するために主張されている。
事件は、昭和三七年六月二一日京都府学生自治会連合主催の大学管
理制度改悪反対 改悪反対を訴えるデモ 進の現場で起こった公務執行の妨害を受けたとされるのは、デモ行進の許可に際し京都府

























命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り 立法その他の国政の上で、最大 尊重を必要とする。』と規定しているのであつて、これは、 民 私生活上の自由が、警察権等の国家権力の行使に対しても保護されるべきことを規定しているものということができる。そして、個人の私生活上の自由 一つとして、何人も、その承諾なしに、みだりにその容ぼう・姿態（以下「容ぼう等」 いう。）を撮影されない自由を有するものというべきである。これを肖像権 称するかどうかは別として、少なくとも、警察官が 正当な理由もないのに、個人の容ぼう等を撮影することは、憲法一三条の趣旨に反し、許されないも といわなければならない。しかしながら、個人の有する右自由も、国家権力 行使から無制限に保護されるわけで く、公共の福祉のため必要のある場合には相当の制限を受けることは同条の規定に照らして明らかである。そして、犯罪を捜査するこ は、公共の福祉のため警察に与えられた国家作用 一つであり 警察にはこれを遂行すべき責務がある あるか （警察法二条一項参照） 警察官が犯罪捜査の必要上写真を撮影する際、その対象 中に犯人のみならず第三者であ
る個人の容ぼう等が含まれても、これが許容される場合がありうるものといわなければならない。
そこで、その許容される限度について考察すると、身体の拘束を受けてい










































































































上の自由が、警察権等の国家権力の行使に対しても保護されるべきことを規定しているものということができる。そして、個人の私生活上の自由の一つとして 何人も、その承諾なしに、みだりにそ 容ぼう・姿態（…） 撮影されない自由を有するものというべきである。これを肖像権と称するかどうかは別として、少なくとも、警察官が、正当な理由もない に、個人 容ぼう等を撮影する は、憲法一三条の趣旨に反し、許されないものと わ ければならない。」
しかし、これらの命題は、どれも直接的には本件の結論を導かない。
本件の具体的事実 当てはめれば結論を直接導くよう 命題 はないのである。
「警察官が、正当な理由もないのに、個人の容ぼう等を撮影するこ
とは、憲法一三条 趣旨に反し、許されないも といわなければならない」という命題は、裏返せば、「正 理由があ 場合は、警察官
が個人の容ぼう等を撮影することは憲法一三条の趣旨に反しない」ということになる。そして、本件にはまさにその「正当な理由」が存在したのであり、だからこそ、本件写真撮影 に違反しない適法な職務行為 されたのである。
それでは、正当な理由がある場合とはどのような場合か。判決は「警
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憲 法 一 三 条
は、国民の私
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ぼう等を撮影することは、憲法一三条の趣旨に反し、許されない」との命題は、直接的には本件結論を導かない。結論 とって重要な一三条解釈は、むしろ、「しかしながら、個人の有する右自由も 国家権力の行使から無制限に保護されるわけでなく、公共 福祉のため必要のある場合には相当の制限を受け 同条の規定に照らして明らかである」という部分であろう。
個人の容ぼう等を本人の意に反して撮影されない自由が保障あるい
は尊重されること、および、その自由は公共の福祉のため必要のある場合には相当の制限を受けること、そ 両方が憲法一三条を根拠として導かれている。そして、結論にとってより重要なのは、後者の方のである。 ２ 自動速度監視装置事件判決を結論づけた命題 
次に、自動速度監視装置事件判決について見てみよう。判決文にお










の被告人が行ったのは旗竿を用いた暴行であり 本件は法定速度を超過する速度での自動車 運転行為である。行為 異なるのであるから、当然、適用が争われた法条が異なることとなる。一方は 刑法（九五条一項、二〇四条）の適用が争われた事例 あったが、もう一方は道路交通法の適用（一一八条二号、二二条一項、四条一項および同法施行令一条の第一項）が争われた。また、適用については被告人の行為そのものの違法性が争われた京都府学連事件と、行為が行われ ことを示す写真 証拠能力 本件と 違いもある。そし 、写真撮影 行ったのは、一方は警察官であり、もう一方は自動速度監視装置という機械である。 このような違いがあっても 自動速度監視装置事 において京都府学連事件で示された基準が用いられたのは 両者に共通 事実 あるからだと考えられる。それは、まず 警察が、犯罪行為に関 る採証のために、個人 容ぼう・姿態を 本人 同意なく 写真 撮影したという点。そして
、「現に犯罪が行なわれもしくは行なわれたのち間が
ない 認められる場合であって、しかも証拠保全 必要 および緊急性があり、かつその撮影が一般的に許容さ る限度をこえない相当な方法をもって行なわれ」たとの 実認定が行わ た点である。以上
点で京都府学連事件と同様の事例として本件は扱われ、同様の判断が下されている。すなわち、本件事実状況の下で、被告人および近くにいた第三者の容ぼう等を撮影することは、憲法一三条に違反しない、と。 したがって、本判決において京都府学連事 判決が「判例」として機能 ているのは、以下 ような命題であることになるだろう。すなわち、「警察権の行使として、犯罪行為に関わ 採証 ために、個人の容ぼう・姿態を、本人の同意なく、写真を撮影したとしても 現に犯罪が行なわれも くは行なわれたのち間が いと認められる場合であって、しかも証拠保全の必要性および緊急性 あり、かつその撮影が一般的に許容される限度をこえな 相当な方法をもって行な れたときは、憲法一三条違反ではない」。
同様の事件を同様に判断するよう裁判所を規律するという判例の拘
束力を前提とすれば、判例を変更しない限り 同じよう 事件が起これば、同じような判断が下されることに る。自動速度監視装置事件判決では 一定の事実状況の で警察が犯罪捜査の め 写真撮影を本人の承諾なく行った点で、京都府学連事件 同様の事件 して処理され、同様に一三条違反では いと 判断が下 てい と見ることができよう。 ３ 外国人指紋押なつ拒否事件判決の結論に影響を与えた命題
  
それでは、同じく京都府学連事件判決が直接引用されている外国人
指紋押なつ拒否事件判決はどうだろうか。本件は、前に見た二件とはかなり事実状況が異なる。警察が写真撮影を行ったわけではなく、また、そもそも犯罪捜査のために 動いたわけではない。そして、本判決で問題となったのは、容ぼう等を撮影されない自由で なく、指紋の押なつを強制され い自由である。前二件の間にある相違よりも、さらに大きな違いがあると見てよいだろう。
したがって、結論を直接導く具体的な命題に限定する「判例」理解
からすれば 本判決は京都府学連 件判決の先例に従ったものといよりは、別個の判例であると理解される可能性 高 と思われる。少なくとも、自動速度監視装置事件判決で「判例」として機能した命題が適用された事件とは言えないであろう。また、判決は、指紋押なつ義務を定めた外国人登録法 規定の合憲性につ て 立法目的 合理性と規定の必要性、そして方 相当性を吟味するアプローチをとっているが、こ ような判断基準は京都府学連事件判決で示されたもではな 。
とはいえ、本判決は「指紋押なつ制度を定めた外国人登録法（…）










の行使に対して保護されるべきことを規定している」という命題である。そして、指紋の押なつは国民の私生活上の自由と密接な関連を持つことから、「個人の私生活上の自由 一つとして、何人もみだりに指紋の押なつを強制されない自由を有するもの」 され 「国家機関が正当な理由もなく指紋の押 つを強制す ことは、同条 趣旨に反して許され い」 いう命題が導かれている（そして、この「自由の保障は我 国に在留す 外国人にも等 く及ぶ」）。
第二は、「しかしながら、個人の有する右自由も、国家権力の行使
から無制限に保護されるわけで く、公共 福祉 ため必要のある場合には相当の制限を受けることは同条の規定に照らし 明らかで 」という命題である。指紋押なつを強制され い自由は、容ぼう等 承諾なしに撮影されない自由と同様、私生活上の自由として憲法一三条によって保護される。「しかしながら 右の自 、 家権力の行使に対して無制限 保護 るもので なく 公共 福祉のため必要がある場合 は相当の制限を受け ことは、憲法一三条に定められているところである」。
そして、結論により大きな影響を与えたのは、第二、すなわち「個







ば、京都府学連事件判決の中で「判例」と言えるのは、「現に犯罪が行なわれもしくは行なわれたのち間がないと認められる場合であって、しかも証拠保全の必要性および緊急性があり、かつその撮影が一般的に許容される限度をこえない相当な方法 もって行なわれるとき警察官による個人の容ぼう等の撮影は憲法一三条違反ではなく、は許容される」という命題であることになるだろう。そして、自動速度監視装置事件では、この が「判例」として働き、右の三要件が満たされるものとして、憲法一三条に違反しないという結論 下されている。 憲法一三条が「国民の私生活上の自由が、警察権等の国家権力の行使に対し も保護 べきことを規定している」、「警察官が、正当な理由もないのに、個人の容ぼう等 撮影す ことは 憲法一三条の趣旨に反し、許されない」といった命題は 自動速度監視装置事件の事実に てはめても、直接的に結論を導かない。そ そも京都府学連事件判決でも、これらの命題は結論を直接に導くも ではなかった。
したがって、少なくとも、具体的事件に対する結論あるいは結論命題を「判例」として考える立場を前提とするならば、右の命題を「判例」と呼ぶことは疑問視されるように思われる。 しかしながら、外国人指紋押なつ拒否事件においては、右の命題が役割を与えられている。これは、最高裁が一般的理由づけ法命題を「判例」として扱った一つの と言えるかもしれない。現に最高裁は、本件結論を導くために、京都府学連事件判決を引用しているのである。本判決が京都府学連事件判決を先 し 引用していることの妥当性は別個の理論的な問題として残るだろう 、現実には、「最高裁判所が判例だと考えているものが判例だ
」ということは認めざるをえない。
 ただ、そうだとしても、京都府学連事件判決が指紋押なつ拒否事件の結論に対して影響を与えている は、明文に列挙されていない権利を憲法一三条を根拠に認めた部分だけで ない。結論にとっ より重要なのは、そのような権利が憲法一三条を根拠に認められる し も「公共の福祉 ため必要がある場合には相当の制限を受け 」 いう部分である。 （二）ルールと原理 刑事事件の被告が、憲法一三条違反の主張を行い、公共の福祉 理由として主張は斥けられ、有罪となる。このことに着目した場合、京都府学連事件は、以前の判決 例えば、賭博開帳図 行為や覚醒剤   












慮することになる。すなわち、異なる結論に向かう複数の原理が存在しうるのであり、一つの事件の解決に際しては、どの原理が優先されるのかを考え 必要があ 先に見た「判例」理解 考え合わせれば、ルールと原理の区別は、結論づけ命題と一般的法命題との区別と重なり合う部分が大きいよに思われる。ただ、後者が一般的法命題 「判例」性を否定的に見るための区別だったのに対して、ルール 原理 区別からは、原理もまた「法」であり、後の裁判において重要な働きをすることが期待されている。 
さて、ルールと原理の区別を前提とすれば、京都府学連事件判決は、
犯罪捜査のための写真撮影が許され 限度に関 ルールを示しただけではなく、「憲法上の明文にはないも であっ も、国民の私生活上の自由 、憲法一三条を根拠 、国家権力に対 て保護される」という原理を示したのだと解することもできるだろう。そ こ が原理として一定の働きをしたからこそ、警察によ 写真撮影の許容限度を示す要件や、指紋押 つ制度の必要性 立法目的、手段 相当性の審査基準が示され 私生活上 自由 規制が許される範囲が一定程度限定されている。こ から起こる事案によっては 京都府学連事件判決が示した原理の重 性が異なるか ちで解され、憲法一三条による実際上の保護が実現す 可能性はあ 。したがって、や り、京都 








点においてである。「憲法一三条は憲法典に明記され いない権利・自由で具体的権利（法律等によ 具体化がなくとも憲法の条文をたてにとってその裁判的実現を得ることのできる権利） しての性質をもつものを導出する根拠規定たりう か
」 。
そして、この視点から、本判決





















































か、そして、それが新 い人権の一つとして承認されるかどうかをどのような基準で判断するかは、なかなか難しい問題である。こ まで、新しい人権として主張されたものは、（…）多数にのぼるが、最高裁が正面から認めたものは、前述のプライバシーの権利と の肖像権くらいである
。 」  
　
ここで注意が必要なのは、 「具体的権利」という用語の使用法 ある。
芦部の論においては、裁判上の救済を受けること できる個々の権利が「具体的権利」とされ そのような権利の根拠となる「幸福追求権」に「具体的権利性」があることになっている。つまり、憲法一三条の「幸福追求権」そ 自体が「具体的権利」であるとされているわけではない。　以上のような理解を前提とするならば、学説上の判例理解 、以下のようなも であると言えよう。日本国憲法上明文で列挙されていい権利が
、「具体的権利」として、一三条を根拠に保障されるかどうか






列挙されていない権利が裁 上の救済を受ける可能性 こ ことを示した点で京都府学連 は「歴史的意義をもつ判例」 言われる。先に見た「具体的 性」と「権利の内容・範囲」の二つの論点理解を前提とするならば、京都府学連事件判決は 前者 問題に一定の解決を与えた。そし 、学説は、憲法一三条が保障する権利が何かに関する議論 行うことに る。 ２　「服装の自由」の現実的救済は可能か（一）「裁判で主張するこ ができる」と「実際に裁判で救済される」
憲法一三条で保障される権利の内容・範囲の問題は、一三条によっ








よって基礎づけられる個々の権利は、裁判上の救済を受けることができる具体的権利であると解されるようになった」と述べているが、憲法一三条を直接の根拠と て裁判上 救済が された最高裁判例は、管見の限り、見あたらない。　
先に見た三つの事件は、いずれも憲法一三条違反の主張がなされ、
そして主張は斥けられている。確かに、裁判所は、憲法一三条によって明文にない権利を主張することは不当であ 等の判断をしていない。その意味で、いわゆる憲法一三条の「具体的権利性」は、裁判所 よって認められている。しかしながら、三つの事件の被告人に対してすべて有罪判決が下されてい 。誰 人とし 、憲法一三条を根拠とした現実的救済を勝ち取った人はいないのである
。「判例」を扱うに当
たって結論を重視するのであれば、この点は留意すべきことだ 思われる。 （二）「服装の自由」の現実的救済は可能か　（１）学説上議論される憲法一三条の保障内容あ い 範囲の問題において、実際上の違いが れること 一つに 髪型や服装の自由などを保障の対象とす か否か あ とされ 。一般的自由説ある は
  
量的拡張論はこれらの自由を憲法一三条の保障範囲に含まれるものと解し、人格的利益説あるいは質的限定論はこれらの自由を直接憲法一三条の保障範囲に含まれるも ではないと解している、と。　「人格的利益説」 分類さ 学説を採用した場合、理論上髪型や服装の自由を認めることが本当にできないのかについては 後に検討しようと思う。ここでは、まず、一般的自由 代表的 者とされている戸波江二 見解 例に 判例 変更 な こと 前提に た場合、裁判上「 」 現実 な救済 可能かどうかについて考えてみた 。問題を限定するため 公立高校の校則によって制服の着用が義務づけられるというかたちで、生徒の服装 自由が規制されている場合を想定す 。　（２）戸波は、校則による生徒の自由の規制を問題 し 髪型や服装、バイクに乗る自由を憲法上の自己決 権に含まれ と主 する。彼は、人格的利益説と一般的自由説を対置し、人格的利益説を批判した上で、自らは一般的自由説 採る。　
戸波の論においては、憲法一三条を根拠とした自己決定権の問題は、
「保障範囲」の問題として捉えられている。つまり、人格的利益説を採るか一般的自由説を採るかは、保障範囲 限 かしな かの選択なのである。そして、彼はこれを前提とした上で
、「憲法規範のレベ















利・自由については、その制限の必要性・合理性をゆるやかに審査することとし、人格的生存に不可欠な権利の制限の合憲性審査 は一線を画す」るアプローチの採用を提案している。 以上から れば、戸波説を採用した場合
、（１）服装の自由は憲法一
三条を根拠として保障される、（２）服装 自由 人格的生存に不可欠の権利とは言えないから、その制限の合憲性審査は厳格なものではなくゆるやかな審査が行われる、ということになると思われる さて、判例を前提とした場合、このような理解で 現実に 服装の自由の裁判上の救済が可能となるのだろうか。　
（３） 「判例」としての京都府学連事件を狭く解した場合、判例は警






権力の行使から無制限に保護されるわけ はなく、公共の福祉のため必要のある場合に 、相当の制限を受けること 憲法 三条によって定められてい という命題を、京都府学連事件判決が示した「判例」  
として扱うことになる。　ところで、外国人指紋押なつ拒否事件判決では、以上二つの命題を前提として
、「ゆるやかな審査」が行われている。また、少なくとも
現在のところ、一三条によって保障される権利の制限に対して厳格な合憲性審査が行われた例はない 思われる。だとすれば、判例を前提とした場合、以下のような論理で、結局、裁判による服装の自由の救済は実現しない可能性がある。　「憲法一三条は、国民の私生活上の自由が国家権力の行使に対して保護されるべきことを規定している。そして、個 の私生活上の自由として、何人もみだりに一定の服装を強制されない自由を有す もというべきである。少なくとも、公立高校が、正当 理 も い 、一定の服装を強制す ことは、憲法一三条 趣旨に反 許されないものといわなければならない。　しかしながら、個人の有 右自由も国家権力 行使に対 無制限に保護されるも ではなく 公共の福祉の めに必要 あ 場合には相当の制限を受けることもまた 憲法一三条に定 られているろである
。 」  

























十分可能なのであり、わざわざ 般的自由説を採用する必要はない。　以上のように考えると 次の な素朴な疑問が生ずる。裁判による現実的救済を考え 場面 お て
、「保障範囲を限定すべきでない」
という主張は一体何の役に立つ か。何のために主張される か。そもそも、この主張が前提としてい 「保障範囲」の問題は真剣に論じるだけの重要性を有するものなのか。　私は、憲法一三条 根拠とした明文 ない権利の問題が、保障範囲の広狭を中心的論点として議論されること 合理性 有用性に懐疑な立場を採る。ただ、別稿で扱った問題につい は、繰り返さない。以下では、別稿と 視点を変えて
、「判例」としての京都府学連事件判





































しであり意味のないものと仮定しよう。そして、憲法一三条の保障範囲の問題は、裁判所の言う「私生活上の自由」の内実を明らかにする試みであり、その議論には十分な意義がある、としておこう。　しかしながら 憲法一三条を根拠とした裁判による現実的救済のためには、判例が示す「公共の福祉」の論理に対抗 なければならないのであり、それは保障範囲が広いか狭いかという議論だけでは足りない。このこと 先に「服装の自由」を例にして見たとおりであ 。 ４ 服装や髪型の自由は「一般的自由説」を採用しない 主張することができない か
 


























になるのである。　また、彼は、権利について、背景的権利／法的権利／具体的権利という権利の重層的理解をしている。したがって、同じ「人格的自律権」という名称で呼ばれる権利であっても 理念 な人権レベルでの権利と実定法上の 、及び裁判レベルで主張することのできる権利は同一ではない。先に見たように、佐藤は服装の自由の保護を否定しているように見えるが、これは 裁判レベル 主張される具体 とては服装の自由は認められない という意図 ると思われる。　一三条「後段の『幸福追求権』 前段 『個人の尊重』原 と結びついて、人格的自律の存在として自己を主張し そのような存在であり続ける上で必要不可欠な権利・自由を包摂す 包括的な 観的権利」であり
、「法的権利性」を有するとされている
。「法的権利として
の人格的自律権」と「具体的権利としての人格的 律権」が同一のものとは限らないとすれば、服装の自由を具体的権利として把握し 法的権利 しての人格的自律権の論理に って正当化する と 不可能ではないと思われる。佐藤自身、憲法一三条によって保障さ る 利・自由の類型は固定的なものとは考えておらず、将来新た 類型が形成される可能性は否定していない。　ここで仮定 話として、肌の露出の多い服装をする人を「裸同然格好で街を歩いている」として、公然わ せつ罪（刑法一七四条）で  




広いとか狭 といった議論では捉えきれ い問題 っ くるのではないだろう 。　「服装の自由」は、中学校、高校の校則 よ 生徒の自由の制限問題に限定して考える傾向があるよ に思われる。しかし、大学が服着用を義務づけた場合や、警察権に る服装の規制の例のよ な場合では、 そのもの 性質が大きく変わってくる
。「服装の自由」を










主プロセスへの参加 不可欠の権利とは言え い して、憲法一三条による保護を否定している。しかしながら
、「民主主義」の観念は一義








人権 基礎づけ論や司法の役割論などの一般理論に関わ も あり、 
 
その一般理論が個別の条文解釈を支え正当化するという論理構造を、彼らの説は有している。しかしながら、それらの一般理論は個別具体的な結論を自動的に導くものではない。つまり、一定の正当化理 を採用すれば個別 問題が一義的に決まるというわけではないのである。　以上のように考えると、憲法一三条によってどのような権利が保障されるかの議論は、そ 権利が一三条の保障範囲に含まれるか否か問題ではなく、明文にない権利の保障を かに て正当化するかの問題であると考えられる。　佐藤説においては、あ 明文 ない 保障されるのは、憲法一三条が導入している「基幹 自律権」 実現のためには明文 個別的自律権では対応でき 場合である。すなわち、「自律権の実現」のための明文にない権利の保障という論 的正当化がなされることになる。そして、例 ば「服装 自由」が憲法によって保障されるか否か 「 の実現」に必要か否か いう視点から議論が行わ ことになるだろう。また、松井説にお ては、明文にない権利が のは、民主プロセス 維持 ため 必要だということ なり
、「服装の自由」が憲法一三条によって保障される















なく、公共の福祉のため相当な制 を受ける」という命題が、結論に強く影響しているから ある。　したがって 憲法一三条を根拠として裁判上の現実的救済を目指すのであれば、公共の福祉 の相当の制限とは言えな ことを論証する必要 ある。考えられる 、まず 規 の不合理性 論証を行うことである。また その審査は厳格な基準 か緩やかな基準なのかについても考える必要があるだろう。　
そして、 「規制が不合理である」 「審査基準は厳格に解すべきである」
といった主張を行うに際しては、問題となっている権利につい その保護の重要性や必要性を論じ ことに だろう。ただ、その議論は
、「保障範囲」に含まれるか否かの議論ではない
。「なぜその権利が












由」と 指紋押 つを強制されな 自由」では考慮すべき事項が異なっていたし、そもそも両者は異 る類型の問題として捉えた方が自然である。例えば 末期患者が死を選ぶ自由 一定 服装を強制されない自由では考慮すべき事柄が異なる。現実的 救済を目指すのであれば、個別の自由の相違に応じたより具体的な議論が必要となるように思われる。
議論を行う傾向があったように思われる。　しかしながら、以上見てきたところからすると、少なくとも、本稿で扱っている三つの判決を前提とする限り、憲法一三条によって保護されるか否かという保障範囲の問題のみを論じても、裁判による実際上の救済を可能にす 論理としては弱いように思われる。京都府学連事件判決を肯定するのであれば
、「憲法一三条によって個人の私生活上
の自由が国家権力の行使 対して保護される」とい 命題とセットで「私生活上の自由として保護され 自由も国家権力の行使から無制限に保護されるわけではなく、公共 福祉のため必要 る場合 は、相当の制限を受けること 憲法一三条 よって定 られてい 」という命題がついてくる。そして、現在 ところ、裁判所 結論に強く働いているのは、後者の方である。　京都府学連事件判決を肯定しな ら 明文にない権利の保護を訴える。この議論が、裁判による権利の現実的救済を目指したも であるとすれば 問題となっている権利・自由の制限が公共の福祉のためのもの して正当化でき いことを論証す 必要がある。少なくとも、保障範囲の広狭 かり じて、公共 福祉によ制限にいかに対抗するかと う議論を行わない場合
、「保障範囲に含ま
れる」権利・自由が現実に救済されるかは疑 しい。　「保障範囲」が広いか狭いか 問題より重要な は、個別の権利・  
自由に応じて、規制の不合理性や審査基準、権利の重要性について具体的な議論を行うことだと思われる。また、従来「限定説」に分類されてきた学説 つい も、理論の提唱者本人が否定しているという理由だけでは、当該理論の具体的な帰結が一義的に決定するわけではなく、非限定説が主張する権利・自由をも正当化する可能性がある。　さて
、「保障範囲」の問題は、ドイツの判例・学説の紹介という以外
に、日本において、どれ程の意義 有している だろうか 本稿の結論はこうである。本稿が見てきたことから考えると
、「保障範囲」の広
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Do scholars understand that judgment exactly? 
Katsuaki HAYASE 
(Faculty of Literature and Social Sciences) 
There is not a scholar's opinion ahead of a judicial precedent. The significance of 
existence of a scholar's opinion is accepted only after there is activity of the court 
which produces a judicial precedent. If a constitutional interpretation bears in mind 
the interpretation and application in a court, this relation nature cannot be denied. 
And, the influence to the actual society of a judicial precedent is far larger than a 
scholar's opinion. Moreover, the court does not have duty in which the authority and 
accepted theory of academic circles should be considered. 
If premised on the above ideas, what priority should be given to when carrying out 
a constitution interpretation is not examination of a scholar's opinion but 
examination of a judicial precedent. This paper examines the Kyotohu-Gakuren case. 
When the proposition which draws the conclusion of a concrete incident directly is 
understood as a "judicial precedent", it is the following proposition that it can be said 
to be a "judicial precedent" in Kyotohu-Gakuren case: When it is admitted that a 
crime is performed now or there is not an interval after it was performed, and there 
are the necessity and urgency of perpetuation of evidence, and when the photography 
is performed by the reasonable method which does not surpass the limit generally 
permitted, photography of the appearance of the individual by the policeman is not 
Article 13 violation of the constitution. 
When a "judicial precedent" is understood widely, the following propositions will be 
treated as  "judicial precedent" shown by Kyotohu-Gakuren case: (A) The freedom 
on an individual private life is protected to use of national power by Article 13 of the 
constitution, and (B) That freedom is not necessarily protected without any 
restriction. When there is necessity for public welfare, receiving considerable 
restriction is defined by Article 13 of the constitution. And the (B) is more important 
for conclusions of judgments. 
Scholars should argue about how is the logic of (B) refuted. According to each right 
and freedom, scholars should discuss concrete problems about the irrational nature 
of regulation, or an examination standard and the importance of a right. 
I think that the problem of the "security range" is not the theme about which it 
should argue earnestly. 
京都府学連事件判決の読み方程
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